
禁漁河川で人為的にイワナを除去した区域の資源回復
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／最近、日本各地のイワナの遺伝子解析が進みⅢ)、在来

イワナは地理的に固有な在来遺伝子をもっていることか

ら、原種保存の重要性が認識されるようになってきた。

遊漁者人口が増加する一方で在来種の保全に対する関

心も高まっており、放流だけに頼らない漁場管理の必要

性が認識されつつある2)。

漁業資源の復活を図る手法として古くから禁漁区設定

がなされてきたが、在来魚保全の観点でも自然再生産を

助長する禁漁区の重要性が高まってきた。しかしながら

この手法による具体的な増殖効果を検証した報告は少な

い3'4)。そこで、既存の禁漁河川内に実験的に生息イワナ

の枯渇地帯を設定し，その盗源の回復状況を調査したの

で報告する。

なお本調査は水産庁委託事業「渓流域管理体制構築事

業」において実施した。

材料と方法

調査区

自然再生産が行われている禁漁河川（木曽川水系味噌

川支流尾頭沢）に以下の2つの調査区を設定した（図

l)。①除去区：魚の遡上が不可能な堰堤で上・下流を囲

まれた流程121mの区間（平均流れ幅3.20m、水域面積

387.2m2)で、生息魚を除去して資源の回復を追跡調査

する実験区、②上流医：禁漁河jllの生息密度をモニタリ

ングするとともに、流下移動を調査するため対照区（除

去区上端より約400m上流、平均流れ幅2.65m、流程147

m、水域面積389.6m2)。

イワナの除去と資源推定

2003年から2005年にかけて、実験区内のイワナを捕

獲除去し、その1年後に生息密度を調べる操作を2回行

った。イワナの捕獲には電気ショッカー(Smith-Rootモ

デル12型）を使用した。除去は、2003年には10月22

日～12月18日にかけて計5回、2004年には10月29日

~11月18日に計6回行った。

上流区及び除去区の生息尾数の推定は、原貝|｣として

Petersen法でおこない、2004年の除去区についてのみ2

回目の除去数の結果からDelury法により推定した。各調

査時に推定した生息尾数を水域面積で除して生息密度

図1調査区の概要

(1m2当たりの生息尾数）として表した。

流下移動調査

2003及び2004年に、上流区の生息密度を調査する際

には捕獲したイワナの脂鰭を切除して標識付けを行った。

そして2005年5月31日と10月5，6日に、上流区の上流

域から除去区までの区間全域でイワナを捕獲して標識魚

の分布を調査した。

結果

生息密度

2003年の第1回目の除去操作により、生息尾数の91%

を除去し、生息密度を当初の0．26尾/m2から0.02尾/m

2に減少させた。1年後(2004年）の生息密度は0.21尾／

In2，で除去前の80%まで回復した（図2)。
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表1各調査間の全長組成類似度d*
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除去1年後
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年の組成と異なった。上流区についても、除去区と同様

に変化していた。また除去区上流端から上流区に至る区

間の全長組成（2005年）は当歳魚が主体であり、同年の

上流区及び除去区の組成と同じであった（図4）。

各調査時の全長組成について相互の類似度d5)を比較

した（表1）。

2004年の除去区の全長組成は、同年の上流区や前年調

査の上流区と類似度が高かった。2005年の除去区の組成

は、｜司年の上流区と類似度が高かったが、2003年、2004

年の除去区の組成とは類似度が低かった。
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図3全長組成の推移

また、2004年の第2回目の除去操作で0．03尾/m2ま

で低下させたが、1年後(2005年）の生息密度は0．23尾

/m2までに回復した。上流区の生息密度は、2003年では

0.15尾/m2，2004年、2005年ではそれぞれ0．21尾/m2，

0．26尾/m2であった。除去1年後の2004年、2005年に

おける除去区の生息密度はそれぞれ上流区の生息密度と

同程度であった。

全長組成

各調査時における全長組成を図3に示した。また、

2003年の全長組成結果から、10cm以下を当歳魚とし、11

以上を1歳魚以上と推定した。

除去区の全長組成については、除去前の2003年では

15cm以上の個体が多くみられたが2004年には減少し、

全長11～14cmの1歳魚以上の個体が主体になっていた。

2005年では当歳魚が主体になっており、2003及び2004

流下範囲の推定

上流区で標識した尾数は、2003年で43尾、2004年で

27尾（うち当歳魚が2尾）であった。

除去区から上流区上端の112m上流地点までの区域を6

～7区間に区分して、各区間における標識魚の捕獲結果

を図5に示した。

5月31日には、標識魚は上流区とその上下流区間で捕

獲され、除去区では捕獲されなかった。10月5日でも、

標識魚は上流区とその上流区間で捕獲され、除去区では

捕獲されなかった。

5月の調査において上流区で標識した魚が下流で捕獲

された結果から、上流区の上端にいた標識魚が下流区間

の捕獲地点まで降下したと仮定した場合、流下範囲は最

長で約300m(147m+145m)であると推定した。
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考察

本研究における禁漁河川での除去実験では、除去区の

資源は1年後には上流区と同程度までに回復した。除去

区は上下をイワナの湖上が不可能な砂防堰堤で囲まれて

おり、下流からの湖上加入が考えられないこと、除去し

てから1年後の全長組成が上流区の組成と類似している

ことから、上流域から流下した資源により回復したと考

える。

除去区では2003年に生息数の91％を除去したことか

らすれば、2004年の生息数の90％以上が上流からの添加

量と推定される。しかも、2003年に上流区で標識した魚

の1年後の区間内定着率が53％であったことから考えれ

ば、1歳魚以上の流下資源量は、2004年除去区における

1歳魚以上の生息尾数の2倍程度であると推定できる。

また、鬼怒川での先住魚のいない支流における発眼卵放

流試験6)や木曽川支流稚児ノ沢における稚魚の生残の知

見3)から、10月までの当歳魚の生残率が10%程度である

ことを参考にすれば、当歳魚の流下資源量は同じく10倍

程度と推定できる。

標識魚の移動調査結果から、1歳魚以上の流下は、最

長で300m程度までの範囲と推定された。他の禁漁河川

（千曲川支流）における1歳魚以上の河川内移動2,8)でも、

150m以上を流下する個体は、多い時期(10～12月）で

あっても全体の6％である。また手取川支流禁漁河川に

おいても150m以上の流下移動は冬～春(11～6月）に

多いものの、全体の4～18％程度とされる8)。このこと

から野生イワナの約8～9割は約150m以内の流下移動

に留まるものと考えられ、除去区への1歳魚以上の資源

添加は主に上流150m以内の個体によるものと考えても

よいと思われる｡なお当歳魚の流下範囲は不明だが遊泳

力を考慮すると流下範囲はさらに下流まで広がると考え

られる。

本研究では、禁漁河川内に設けたイワナ除去区の資源

回復には、上流から資源の流下が大きく寄与しているこ

とが分かった。除去区の上流には禁漁区域があり、除去

区間が121mと短くイワナの流下移動の範囲内であるこ

とが速やかに回復した理由であると考える。しかし、渓

流漁場において災害や高い漁獲圧によって資源が枯渇す

る場合には、本研究のように小規模ではなく、長い区間

で起こることが想定される。この場合には、上流に禁漁

区があったとしてもイワナの流下範囲が限られるために、

速やかな回復は期待できない。木曽川支流稚児ノ沢3)や

手取ﾉ||支流蛇谷4)の事例のように、漁場内の繁殖により

生息尾数が増加して安定するまでに2～3年を要するこ

とが考えられる。

‐3－

禁漁区が下流漁場に及ぼす増殖効果についての調査事

例が少ないため、禁漁区に必要な規模や効果の程度につ

いてさらに研究事例の集積が必要である。

要約

1禁漁河川内に実験的に生息イワナの枯渇地帯（除去

区）を設定し、資源の回復状況を上流対照区と比較し

た。

2資源が枯渇状態になった除去区の生息尾数は、1年

後には上流と同程度まで回復した。

3回復した除去区の全長組成は上流区の全長組成と類

似し、上流個体群の構造を反映していたことから､回

復の要因は上流からの資源の流下であると考える。

4標識魚（1歳魚以上）の流下範囲は、最長で300m

程度と推定された。

5禁漁区の設置により下流域の生息数が増加すること

が分かったが、効果的な設定場所、設定区間を提示す

るためには、今後多くの調査事例を集積して資源解析

することが必要と考えられた。
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